
ハラスメント防止は「従業員が健康に働ける職場環境」「企業信用維持」のために必須の経営課題です。企業はセ

クハラ、パワハラ、マタハラ、カスハラ等の防止措置を講じることが法律上義務付けられています。 

しかし、社内で実際にハラスメント申告があったら、相談者と行為者の言い分が分かれたら、ヒアリングで何を

聴くべきか、ハラスメントに当たるかの判断基準はどこにあるかは悩ましい問題です。 

そこで、本セミナーでは、企業がハラスメント防止のために行うべき施策、実際に事案が発生したときの対応法

について、“実務”の観点から分かりやすく解説します。 

            実務セミナーのご案内 

 

 

相談・調査対応の実務ポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

1．ハラスメント防止は経営課題 

(1) なぜハラスメントをしてはいけないか 

(2) 職場の雰囲気、生産性低下、人材流出、休職など 

(3) 組織としての「秩序」「服務規律」も重要 

2．パワハラと指導の境界線にどう答えるか 

(1) 法律と指針に基づく正しいパワハラ理解 

(2) 厳しい指導、叱責はパワハラか？ 

(3) 本人が不快と感じたらパワハラか？ 

 

３．社内で｢相談｣｢申告｣が発生した場合の対処法 

(1) 相談対応で最もしてはならないＮＧ行動 

(2)「調査してほしくない」と言われたらどうする？ 

(3) 相談者、行為者、第三者ヒアリングの進め方 

 

４．ケースで学ぶ相談・調査対応 

(1) 相談者と行為者の言い分が異なる事案 

(2) 明確なパワハラ言動はないが部下を病ませる上司 

(3) 無自覚パワハラへの対応 

５．セクハラ、マタハラ、ＳＯＧＩハラ 

(1) 不同意わいせつはセクハラではない 

(2) マタハラ、パタハラ、ケアハラの理解 

(3) ＳＯＧＩハラとは何か（性的指向・性自認） 

６．カスタマーハラスメント(顧客･取引先)への対応 

(1) 2025 年 6 月成立の法改正（カスハラ防止の義務化） 

(2) 企業がやらなければいけないこと 

(3) カスハラ対策は「従業員を守る」だけでよいのか 

 

 

 

 

 

 
 

カリキュラム 

一般財団法人 長野経済研究所     〒380-0936 長野市岡田 178-13 八十二別館３階  

                                      TEL：026-224-0502（直通）／0501（代表） FAX：026-224-6233 

松本経営相談室     〒390-0874 松本市大手 3-1-1松本ビル（八十二銀行松本営業部５階） 

                                       TEL：0263-35-9382   FAX：0263-33-8582  

 

～経営者、総務・人事ご担当の皆様～ 

日 時   ２０２5年１１月１８日（火）１0：００～１６：３０ （受付開始９：３０） 

会 場   ホテルブエナビスタ（松本市） ※裏面参照   定 員   60名 

講 師   石嵜・山中総合法律事務所 パートナー 弁護士  橘
たちばな

 大樹
ひ ろ き

 氏 

※講義中の録音・撮影、携帯電話やパソコンなどの使用はご遠慮願います 



  

 

 

 

 

 

 

 

 
    

●受講料                   ●会場ご案内 

 

 

 

 

 

 
         

 

●申込方法  

□ 当研究所ホームページよりお申込みください。（http://www.neri.or.jp） FAX でもお申込みいただけます。 

※FAX 申込の場合、未誤送信・機器トラブル等により、申込受付ができていないことが稀にございます。 

ホームページからのお申込みをおすすめいたします。 

□ 開催日前月までを目途に、「請求書」をお送りいたします。請求書記載の期日までに受講料をお振込みください。 

□ 満席等により、お席をご用意できない場合は、電話でご連絡いたします。 

□ お取り消しの場合は 11 月 14 日（金）までにご連絡をお願いします。それ以降は受講料をお返しできません。 

□ 定員になり次第締め切らせていただきます。（満席の場合は HP にてお知らせいたします。） 

□「受講票」は発行しておりませんので、ご了承ください。 

□ 同業種の方は受講をお断りする場合がございますので、あらかじめご了承ください。 
 

 

長野経済研究所 宛              フリーダイヤルＦＡＸ：0120－82－6233 
 

  【 実 務 セ ミ ナ ー 】  
  企業のハラスメント防止と相談・調査対応の実務ポイント（11/18）申込書 

会社名  住所 
〒 

申込 

担当者 

部署名： 

お名前： 

ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

(    )     － 

(    )     － 

業 

種 

 

 

e-mail 
(請求書送付先)  

                      ＠ 

受講者 

(   )

名 

お 名 前（ふりがな） 
所 属 
役 職 

お 名 前（ふりがな） 
所 属 
役 職 

 

 

 

 
  

＊個人情報は研修の運営や、研修関連情報のご提供等、研修に関する範囲で使わせていただきます。 

＊申込責任者の方は、個人情報の提供について、必ず受講者の同意を得てください。 

慶應義塾大学法学部法律学科、一橋大学法科大学院卒業。司法試験合格後、司法修習を経て

弁護士登録（第一東京弁護士会）。専門分野は労働法（企業側）。 

企業の人事労務（労働時間、ハラスメント、メンタルヘルス、人事制度等）に関して、訴訟・

労働審判・団体交渉等の紛争対応、労基署対応、顧問企業からの相談対応等を行う。 

著書に『改正労働基準法の基本と実務』（中央経済社・共著）「同一労働同一賃金 議論を追う」

（ビジネス法務連載）、「業務請負等活用の実務」（労働新聞連載）など多数。 

講  師 橘
たちばな

 大樹
ひ ろ き

 氏 
石嵜・山中総合法律事務所 

パートナー 弁護士 

 

マネジメント会員   20,900 円 

一 般 会 員   25,300 円 

会 員 以 外   31,900 円 

＊テキスト代・昼食代・消費税込 

http://www.neri.or.jp/

